



























































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































３ 第四項「 ４ 関係行政機関は，前項
の目的を達成するために，第八条に規定
する手続について，法医学を専門とする
医師が関与する制度とするよう努めるも
のとする．」を加える．
（許可の取消しに係わる手続に関する暫定
措置）
第三条 法案
（角膜及び腎臓の移植に関する法律につい
て）
第四条 角膜及び腎臓の移植に関する法律
（昭和５４年法律第６３号）は，その第四条を
「医師は，当該死体について刑事訴訟法に
定める検視その他の犯罪捜査に関する手続
が行われるときは，その手続を行う検察官
又は司法警察員が司法解剖を必要とすると
判断したとき又は当該臓器の摘出が捜査を
妨げるものとして異議を述べたときは当該
臓器を摘出してはならない．」と改訂す
る．
（多臓器・多組織移植について）
第五条 多臓器・多組織移植については，別
に法律を定める．
（経過措置）
第六条 法案の第十条を第六条として残す．
他は全部削除．
（費用について）
第七条 リンパ球交叉試験及びヒト白血球抗
原適合性検査費用及びそのための採血費用
ならびに不可逆性脳不全診断費用を含め
て，医学的もしくは刑事訴訟法上の事由に
より移植が行われなかった場合において
も，脳死診断，臓器・組織摘出及び移植術
に係わる費用は，原則として全部移植術を
受ける者が負担するものとする．
（努力義務）
第八条 移植適応認定医，脳死診断医，移植
医及び移植医療関連機関は，一般医療に支
障をきたさないよう努めるとともに，移植
医療を円滑に行うため，次の各号に掲げる
事項の可及的すみやかな実現に努めるもの
とする．
１ 提供者とその家族の臨終の場に充分配
慮し，家族に精神的後遺症を残さない．
２ 人間の危機的状態にともなう複雑な心
の問題に対応しながらケアできる移植看
護臨床の専門家を養成する．
（法案作成 １９９６年１１月２１日）
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